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１．はじめに

生涯学習の急速な展開に伴い，親の学習行動が具体的にいかなる要因に規定さ
れているかを明らかにすることは重要な課題である。それらを解明することによ
り，どのような要因に働きかければこれまで学習を行わなかった親も学習できる
ようになるのか，今後の親の学習を促進する手掛かりが得られると思われるから
である。本稿は，その一つの取り組みとして，家庭教育に関する親の学習行動に
着目し，その有無を分ける要因の一端を明らかにすることを目的としている。
親を対象とする研究はこれまでにもいくつか行われてきたが，親の学習行動と
その規定要因を実証的に解明する研究は少ない。さらに従来の研究では母親の承
を取り上げる場合が多く，父親を取り上げる研究が少なかった。そこでここで
は，父親と母親のそれぞれについて分析を行うこととした。その分析にあたり，
ここでは東京都に在住する親を対象として家庭教育に関する学習行動の調査を実
施した'１。また，幼児の親を対象とした先の研究に2)小・中学生の親の調査データ
も加え，より一般性の高い親の学習行動の規定要因を探ることとした。なお，分
析の範囲を家庭教育に関する学習に限定したのは，以下のような理由にもよる。
今日，家庭におけるしつけの不十分さと，その一方での親の学校教育への過度
の依存を指摘する声が多く聞かれる。そうした状況をうけて，家庭教育に関する
親の学習をいかに促進するかは，従来よりそれらの内容で学習機会を提供してき
た社会教育の関係者にとってばかりでなく，学校教育の関係者にとっても重要な
課題になりつつある。それはまた，生涯学習の推進を図るための基礎づくりとい
う意味でも今日の行政課題の一つとされる3)。ここで行うような分析により，家
庭教育に関する親の学習行動を規定する要因の一部が明らかになれば，それは上



〃０自由研究
記の関係者らが今後の事業を企画する際などに必要となる基礎的なデータを提供
することになると思われる。
以下ではまず，第２節においてここで取り上げる家庭教育に関する学習行動を

説明し，その有無を分ける要因を捉えるために作成した枠組みを示す。次に第３
節で父親と母親の学習行動とその規定要因の分析を行う。第４節は，それらの分
析結果を踏まえて，家庭教育に関する学習行動の有無を分ける要因の特徴を検討
したい。分析方法として，ここではクロス分析，及び苑2検定を用いて親の学習行
動と諸要因との関連を調べ，次にその結果を基に林の数量化理論第Ⅱ類４)を用い
た要因分析を試みる。

２．研究の方法

(1)家庭教育に関する親の学習行動の概念規定
家庭教育に関する学習といっても，そこにはさまざまな学習があると考えら

れる。そこで，ここでは親自らが学習したと自覚する過去１年間の育児，子供
の心とからだの健康，親子関係，しつけの仕方等に関する学習行動を取り上げ
た5)。前述のようにここでは親を対象とする調査を行い，その回答結果を基に
親の学習行動の有無を捉えることとした。従っていうまでもなく，本稿で取り
上げる家庭教育についての親の学習行動は，その一部であって全てではない。
調査においてそのように「育児・子供の心とからだの健康，親子関係，しつ
けの仕方」を家庭教育に関する学習の具体例としたのは，それがいずれも文部
省の家庭教育資料において親に期待される学習課題，ないし配慮事項として提
示されており6)，実際の都道府県や市町村の提供する家庭教育に関する学習機
会の内容としても頻繁に取り上げられるためである7)。また臨時教育審議会答
申もそれらの内容を現代の家庭に強く期待される役割としている8)。本稿はそ
れらの資料や答申の指摘，さらには家庭教育に関する学習機会の現状を踏ま
え，上記の内容を家庭教育に関する学習の具体例とした。

(2)親の学習行動の有無を分ける要因分析のための枠組み
親の学習行動の有無は，一体どのような要因によって分けられるのだろうか。
親の学習行動に何らかの影響を及ぼす要因は，おそらく多種多様と思われる。
従ってそれらを明らかにするには，諸要因をいくつかに分類して捉える必要も
あると考えられる。そこで筆者は，まず親の学習行動が親の個人的要因と親を
取り巻く環境的要因の双方に規定されると考え，それをさらにいくつかの要因
群に分けて捉えることとした。



家庭教育に関する親の学習行動とその規定要因I4I
具体的には，図ｌのように親の個人的要因を①属性的要因②対人関係関連要

因③物的要因④財政的要因⑤生活行動関連要因⑥生活時間関連要因⑦その他の
個人的要因の７つの要因群に分け，環境的要因を⑧自然環境的要因⑨社会環境
的要因⑩その他の環境的要因の３つの要因群に分けた。実際の分析は，それら
の要因群に含まれると思われる総計14要因を取り上げることとした。図１に
は，各要因群を細分化して調査を行った計14要因の要因名が示されている。
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図１親の学習行動の規定要因を分析するための枠組み

本稿で取り上げた親の個人的要因とは，親の学歴(X,) ,職業(X2)などの
属性的要因，一カ月の所得(X3)の財政的要因，受動的文化行動の有無
(X4),能動的文化行動の有無(X5),その他の学習行動の有無(X6),ボラン
ティア行動の有無(X7) ,生産的行動圏(X8) ,受動的文化行動圏(X9)など
の生活行動関連要因，起床時刻(XI｡) ,TV視聴時間(X,,)などの生活時間関
連要因，通園（学）の種類(XI2)のその他の個人的要因である。
ここでいう受動的文化行動とは，音楽会や演劇等を視聴する側として参加す
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る行動を意味し，能動的文化行動とはそれらの会に出席する側として参加する
行動を意味する。さらにその他の学習行動とは，前掲の家庭教育に関する内容
以外の学習行動を意味している。生産的行動圏とは，仕事場所が自宅からどの
程度の範囲内にあるかを意味し，受動的文化行動圏とは，過去１年間に自宅か
らどの範囲の場所まで受動的文化行動を行うために出かけていったかを意味し
ている。なお，通園（学）の種類とは，子供を幼稚園・保育園，小学校，中学
校のいづれに通わせているかを意味する。
ここではさらに，環境的要因群に含まれると考えられる社会教育の学習条件

の整備状況を示す要因も取り上げた。それらも，親の学習行動の有無を何らか
のかたちで規定しているのではないかと考えたためである。具体的には，物的
要因としての社会教育施設数(X,3)と，学習関係要因としての家庭教育学級
・講座の提供回数(XI4)の２要因である，)。なお，社会教育関連要因はいずれ
も親の在住する市区町村単位のデータを用いた10)。

(3)調査の概要
本調査は，都内の計40園の幼稚園・保育園に通園する幼児の親と，計12校の
小・中学校に通学する児童・生徒の親を対象として行われた。サンプル総数は
2296であり，その内訳は表ｌに示す通りである。なお，調査票配布数に対する
有効回収率は85.5％であった。

表１人口密度・都心からの距離別にみたサンプルの内訳

注：（）内は学校(園)数

人口密度・都心からの距離 幼保園
配付数

幼保園
回収数

小学校
配付数

小学校
回収数

中学校
配付数

中学校
回収数

1万人以上/km2
10km圏未満

562
(17）

5３１
(1７)

243
(2)

217
(2)

266
(2)

1２４
(2)

5千人以上～１万人未満/km2
10km圏以上～40km圏未満

425
(11)

378
(1１)

212
(2)

209
(2)

240
(2)

1９９
(2)

5千人未満～１万人未満/km2
10km圏以上～40km圏未満

354
(12)

296
(12)

1９３
(2)

1８８
(2)

１９０
(2)

１５４
(2)

総 計 １３４１
(40）

１２０５
(40）

648
(6)

６１４
(6)

696
(6)

477
(6)

有効回収率 89.9％ 94.8％ 68.5％

有効回収率(全体） 85.5％
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３．分析結果

(1)父親と母親の家庭教育に関する学習行動の有無
家庭教育についての親の学習行動の有無を調べた結果，父親と母親により学

習者の割合に差が承られた。表２は性別に学習行動の有無をふたものである。
表２親の性別と家庭教育に関する学習行動の有無との関連一親全体(幼児の親と小中学生の親)の場合一

％（実数）

注：表中の割合は不明を除く値。

父親よりも母親の方に学習者の割合が高く，母親の学習者の割合は父親の約２
倍を占めているⅢ)。それでは，なぜそのように親の学習行動の有無が分けられ
るのだろうか。ここでは前掲の14要因について分析を試承ることとした。

(2)父親と母親の家庭教育に関する学習行動の有無を分ける要因
まず，親の性別に学習行動と14要因との関連を調べたところ，表３のような

表３親の性別にみた家庭教育についての学習行動の有無と30要因との関連

注：表中の○の番号はX2検定の結果，有意水準5%未満で有意差の認められる要因の番号を示す
○印右肩上の＊は，以下の有意水準での有意差を意味する。
＊……有意水準５％＊＊……有意水準１％＊＊＊……有意水準0.5％

学習行動あり 学習行動なし 合 計

父 親 27.8（49） 72.2(127) 100.0(176)

母 親 46.1(894） 53.9(1045） 100.0(1939）

就学前幼児の親 小中学生の親 全 体

父親 母親 父親 母親 父親 母親

一社会教育
関連要因

(属性的要因）
(財政的要因）

ユ

(生活行動関連要因）

(生活時間関連要因）

｛
工

1．学歴
2．職業
3．一ヵ月の所得
4．受動的文化行動の有無
5．能動的文化行動の有無
6．その他の学習行動の有無
7．ボランティア行動の有無
8．生産的行動圏
9．受動的文化行動圏
１０．起床時刻
11．ＴＶ視葛時間

(その他の要因)-12．通園(学校)の種類
■ ■ ■ ■ ■ ■ 一 一 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ー ー 1 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ー 4 ■ ■ ■ ー ■ ■ ■ ■ ■ ■ 一 一 ー 一 一 ■ ■ ■ 1 ■ ■ ■ q ■ ■ ､ ■ I ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
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結果となった。それをみると，親の学習行動は，就学前幼児の父親の場合に14
要因中５要因，母親の場合に10要因，小中学生の父親の場合に４要因，母親の
場合に８要因，全体の父親の場合に５要因，母親の場合に８要因と関連のある
ことが分かる。このように，単純に学習行動の有無と関連する要因数を比較し
ただけでも，父親よりも母親の方に多く，性別による差が見られる。
そこで次に，父親と母親それぞれに親全体の場合について，関連のある要因
を説明変数とし，学習行動の有無を目的変数として，林の数量化理論第Ｉ類を
用いた分析を行った。その結果，それらの要因は，表４と表５に示すような規
定力で父母の学習行動の有無を分けることが明らかとなった。表４と表５は，
各要因を規定力の強い順に示している。次に，アイテムレンジの値が0.1以上
の比較的規定力の強い要因をひろいながら，父親と母親の学習行動の有無を分
ける要因の内訳をみることにしたい。

表４父親の家庭教育に関する学習行動と規定要因分析一父親全体(就学前幼児と小中学生の父親)の場合一

判別的中点0.0715判別的中率78.9％相関比(〃2）0.4964
表４より父親の場合についてふると，規定要因の第１位に職業があげられ，
次いで第２位にその他の学習行動の有無，第３位にボランティア行動の有無が
あげられた。上位３要因のアイテムレンジは0.2以上あり，第４位以下の要因
と比較するとかなり規定力の強いことが分かる。具体的に上位３要因の働き方
を承ると，職業は自営業の場合に学習を行う親に分け，通勤勤務の場合に学習
を行わない親に分ける方向に働く要因である。その他の学習行動とボランティ
ア行動の有無は，それを行う場合に家庭教育に関する学習も行う親に分け，反
対にそれを行わない場合に家庭教育に関する学習も行わない親に分けるように
働く。それでは，母親の場合はどのような要因が学習行動の有無を分けるのだ
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表５母親の家庭教育に関する学習行動と規定要因の分析一母親全体(就学前幼児と小中学生の母親)の場合一

判別的中点-0.0284判別的中率68.9％相関比(〃2）0.4323

ろうか。
表５より母親の場合についてみると，規定要因の第１位にその他の学習行動
の有無があげられ，次いで学歴，第３位にボランティア行動の有無があげられ
た。その他の学習行動とボランティア行動の有無は父親の場合と同様であり，
それを行う場合に家庭教育に関する学習も行うように働いている。第２位の学
歴は，高学歴の母親ほど学習を行う親に分けるように働く要因である。

４．分析結果の検討

親の家庭教育に関する学習行動の有無は，前述のような要因が働いて分けられ
ることが示された。ここでは，第３節の分析結果をもとに，家庭教育に関する親
の学習行動の有無を分ける要因の特徴を検討したい。
(1)クロス分析結果よりふた親の学習行動の有無を分ける要因の特徴

表６は，親全体の場合について，家庭教育に関する親の学習行動の有無と関
連のある要因を各要因群ごとにまとめ，要因数の多い順にその要因群名と要因
数を示したものである。これをみると，家庭教育に関する親の学習行動と関連
のある要因は，父親の場合も母親の場合も共に生活行動関連要因に最も多く含

順位 ア イ テ ム 名 カテゴリー名 カテゴリー
スコア

- 0 . 1 - 0 . 0 5 0 0 . 0 5 0 . 1 0 . 1 5
ｌｌｌｌｉ

レンジ

1位 その他の学習行動の有無
〔生活行動関連要因〕

1．ある
２．ない

1.0.1791
2.-0.1272 一

0.3063

2位 学歴
〔属性的要因〕

1．中学程度
2．高校程度
3．短大・大学程度以上

蠅岬ｍ
Ｏ

Ｏ

Ｏ

●

●

■

一
一

●

●

①

１

２

３ ’一 -

0.1556

3位 ボランティア行動の有無
〔生活行動関連要因〕

１．ある
２．ない

1.0 .1側１
２．-０．０３２７ -

0.1418

4位 受動的文化行動の有無
〔生活行動関連要因〕

1．ある
２．ない

１．０．０３２６
２．-０．帖1３ -

一

0.0939

5位
一ヵ月の所得
〔財政的要因〕

１．３０万円未潤
２．３０万～40万円未滴
３．４０万～50万円未満
４．５０万円以上

0.0139
0.0333
0.02銘
0 . 岬

一

一

●

●

●

●

１

２

３

４

一
一

-

0.0632

6位 能動的文化行動の有無
〔生活行動関連要因〕

１．ある
２．ない

●

１． 0．
2．-０．嚥噸

一

０．０６２２

7位 ＴＶ視聴時間
〔生活時間関連要因〕

１ 2時間未潤
２．２時間以上

1.0,0187
2.-0.0297 ー

I■■

0.0484

8位 起床時刻
〔生活時間関連要因〕

１．７時前
２．７時以降

１．０．噸４
２．-０．Ｎ0１ -

0.0327
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表６家庭教育についての親の学習行動と関連する要因

まれることが分かる。次いで生活時間関連要因，属性的要因，財政的要因の順
となり，それらはいずれも，前掲の枠組みでみれば親の個人的要因に含まれる
と考えた要因群であった。これより，両親の家庭教育に関する学習行動の有無
を分ける要因は，ここで取り上げた要因内でみれば親の個人的要因群に多く含
まれるといえそうである。それは，幼児と小中学生の親を分けた場合の分析で
も同様の傾向が認められることからも明らかであろう（表３）。
しかし，環境的要因群に含まれる社会教育関連要因も親の家庭教育に関する

学習行動の有無を分ける要因として働く場合がある。社会教育施設数(XI3)
と家庭教育学級・講座の提供回数(X,4)の２要因は，就学前幼児の母親の場
合に関連が認められた（表３)。その関連をさらに詳細にみると，表７と表８の
ように，社会教育施設数が多く家庭教育学級・講座も多く提供される地域に在
住する母親ほど学習者の割合も高まることが分かる。

表７就学前幼児の母親の学習行動の有無別にみた
社会教育施設数

％（実数）

表８就学前幼児の母親の学習行動の有無別にみた
家庭教育学級・講座の提供回数

％（実数）

父親 母親 合計
親
の
個
人
的
要
因

1．生活行動関連要因
２．生活時間関連要因
３．属性的要因
４．財政的要因

３

１

１

０

４

２

１

１

７

３

２

１
へ 計口 ５ ８ 1３

学習行動あり 学習行動なし

10施設未満 21.8(92)<２７.１(130)

１０～20施設未満 21.3(90)>１６.１(77)

20施設以上 56.9(240）＞５６．８(272）

学習行動あり 学習行動なし

１０回未満 21.8(92)<２７.１(130)

10～50回未満 31.5(57）＞１８．６(89）

50回以_上 64.7(273）＞５４．３(260）
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(2)父母の比較による親の学習行動の有無を分ける要因の特徴

ここでは，父親と母親の分析結果を比較し，さらに親の学習行動の有無を分
ける要因の特徴を検討したい。まず，父親と母親の場合に析出された学習行動
の有無を分ける要因の特徴は，アイテムレンジの値が0.1以上の比較的規定力
の強い要因をひろってみると，父親の場合にも母親の場合にもあげられる生活
行動関連要因の存在することがあげられよう。具体的にはその他の学習行動の
有無(X6)とボランティア行動の有無(X7)である（表4,表5)。それら２
つの要因は，親の性別によらず親の学習行動の有無を分ける規定力の強い要因
といえよう。
なお，アイテムレンジが0.l以上の強い規定力はないが，受動的文化行動の
有無(X4)も父親と母親の双方に働く要因の一つと思われる。それは，クロス
分析において両親の学習行動の有無と関連がみられ（表３），また林の数量化
第Ｉ類による分析においても上記の生活行動関連要因と同様にそれを行う親を
家庭教育に関する学習も行う親に分けるためである（表４，表５）。
さらに生活時間関連要因の起床時刻(XI｡)も，父母共に関連がみられると

いう意味で両親に共通して働く要因といえよう（表３)。ただしこの要因は，カ
テゴリースコアを見ると父親と母親の場合の働き方が逆となっている（表４，
表５）。これより，起床時刻は父親と母親に共通して働く要因であるが，働き方
が親の性別によって異なる特殊な要因と思われる。
さらなる特徴としては，アイテムレンジが0.1以上の規定力の強い要因には，

父親と母親のそれぞれの場合にのみ強く働く要因の存在することがあげられる
だろう。まずそのような要因としては，属性的要因に含まれる学歴(X!)があ
げられよう。学歴は母親の場合に規定順位の第２位にあげられるが，父親の場
合には家庭教育に関する学習行動の有無との有意な関連が殆ど見られないため
である'2)。
財政的要因の一カ月の所得(X3)も，アイテムレンジが0.l以上の規定力は
ないにしろ，やはり父親より母親に強く働く要因といえそうである。この要因
は，母親の場合にのみ有意水準0.5％未満の強い関連が見られ（表３），規定順
位も８要因中第５位にあげられるが（表５），父親の場合には学習行動の有無
との有意な関連が見られないためである。この結果より判断すれば，高学歴，
高所得者ほど学習するという従来の成人教育学の分野の指摘'3)は，家庭教育に
関する学習の場合，母親には当てはまっても，父親には必ずしも当てはまらな
いように思われる。さらに生活行動関連要因の能動的文化行動の有無(X5)や
生活時間関連要因のTV視聴時間(X,!)も，母親の場合にのみ関連が承られ
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るという意味で，父親よりも母親の場合に強く働く要因といえよう。
一方，父親の家庭教育に関する学習行動は，母親のように高学歴か否か，あ
るいは高所得か否かよりも，現在の仕事が常勤の勤務か自営業かといった属性
に，より大きく左右されるようである。父親の場合の職業(X2)は，学習行動
の有無と有意水準l%での関連が見られ（表3),5要因中の規定順位も第１
位にあげられる（表４）。しかし，前述のように学歴(X!)や所得(X3)は職
業ほどの強い関連を示さないためである。なお，父親の場合に説明変数として
取り上げた要因数が母親の場合より少ないにも関わらず，判別的中率が母親よ
りも高い約８割となったのは，第１位の職業が強く働いたためとも考えられる。
以上の結果とそれに基づく考察をまとめると，家庭教育に関する父親と母親

の学習行動とその有無を分ける要因との関係を図２と図３のように示すことも
可能であろう。この図は父母の学習行動の有無が，両親に共通して働く要因
と，父親と母親のそれぞれの場合に働く要因の双方によって分けられることを
意味している。図中の要因は，規定力の強いものほど上位に位置づき，その番
号は規定順位を示している。

【父親に強く働く個人的要因】

[盟睾皇。
Ｉ

【両親に強く働く個人的要因】
〔生活行動関連要因〕一
その他の学習行動の有無
ボランティア行動の有無

２

３

Ｉ
【両親に働く個人的要因】一〔生活行動関連要因〕-

４.受勁的文化行動の有無
〔生活時間関連要因〕
5.起床時刻

Ｉ
＝／

図２父親の場合の家庭教育に関する学習行動の有無を分ける要因

父親の学習行動有り
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【両親に働く個人的要因】 【母親に働く個人的要因１-〔両親に強く働く
生活行動関連要因〕

1.その他の学習行動の有無
3.ボランティア行動の有無

〔母親に強く働く属性的要因〕
2.学歴

．〔生活行動関連要因〕-
４.受動的文化行動の有無

〔財政的要因〕
5.一ヵ月の所得

〔生活行動関連要因〕-
６.能動的文化行動の有無

｡〔生活時間関連要因〕
8.起床時刻

〔生活時間関連要因〕
7.TV視聴時間

＝／

図３母親の場合の家庭教育に関する学習行動の有無を分ける要因

このように分析結果をまとめると，父親の学習行動の有無を分ける要因を３
層に分けて捉えることも可能であろう。具体的には，父親の学習行動の有無
が，まず第一層の父親に強く働く個人的要因の一つの職業に規定され，次に第
二層の両親に強く働く２つの生活行動関連要因に規定され，さらに第二層ほど
の規定力はないが，やはり両親に働く生活行動関連要因と生活時間関連要因に
規定されると捉え，５要因を３段階に分けてみることを意味している。一方，
母親の場合は父親の場合と異なり，図３のように要因数と規定順位を比較すれ
ば，両親に働く要因と母親の承に働く要因がほぼ等しく並ぶかたちで働き，学
習行動の有無が分けられると捉える方が良いように思われる。しかし，いうま
でもなくこれは，親の学習行動の有無とそれを分ける要因との関係を図に示そ
うとする一つの試みである。

５．おわりに

以上の分析結果とそれに基づく検討を要約すると，以下のようになるだろう。
(1)両親の家庭教育に関する学習行動の有無を分ける要因に関するまとめ
①個人的要因の中でも，生活行動関連要因に含まれるその他の学習行動の有
無(Xs)とボランティア行動の有無(X7)は，親の性別によらず家庭教育に

母親の学習行動有り
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関する学習行動の有無を分ける規定力の強い要因である。

②生活行動関連要因に含まれる受動的文化行動の有無(X4)と，生活時間関
連要因に含まれる起床時刻(XI｡)は，その他の学習行動やボランティア行
動の有無ほどの規定力はないが，親の性別によらず家庭教育に関する学習行
動の有無を分ける要因である。

(2)父親の場合の家庭教育に関する学習行動の有無を分ける要因に関するまとめ
③属性的要因に含まれる現在の職業(X2)は，母親の場合よりも父親の場合
に家庭教育に関する学習行動の有無を分ける規定力の強い要因である。

(3)母親の場合の家庭教育に関する学習行動の有無を分ける要因に関するまとめ
④属性的要因に含まれる学歴(X!)は，父親の場合よりも母親の場合に家庭
教育に関する学習行動の有無を分ける規定力の強い要因である。
⑤財政的要因に含まれる一カ月の所得(X3)や，生活行動関連要因に含まれ
る能動的文化行動の有無(X5),生活時間関連要因に含まれるTV視聴時間
(XI!)は，父親の場合よりも母親の場合に家庭教育に関する学習行動の有
無を分ける規定力の強い要因である。しかし，それらの要因は，母親の学歴
ほどの規定力はない。

⑥地域の学習条件の現況を示す，社会教育関連要因に含まれる社会教育施設
数(X,3)や家庭教育学級・講座の提供回数(X,4)は，少なくとも幼児を持
つ母親の場合に家庭教育に関する学習行動の有無を分ける要因として働く要
因である。
本稿は，家庭教育に関する親の学習行動を取り上げ，上記のような父親と
母親の学習行動の有無を分ける要因とその特徴を明らかにした。しかし，し
うまでもなく，本分析は東京都の調査データに限られる一つの事例研究であ
り，その意味でここでの結果をすぐに一般化することはできない。今後さら
に異なる地域での分析を試みたり，ここで取り上げなかった要因を取り上げ
る分析を行う必要がある。また，それらの分析を重ねながら，操作可能で，
かつ規定力の強い要因を析出することが今後の課題と思われる。
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